
 

 

簡易公募型プロポーザル方式に係る手続開始の公示 

（建築のためのサービスその他の技術的サービス（建設工事を除く）） 

 

 次のとおり技術提案書の提出を招請します。 

 本業務は、電子契約システム対象案件です。 

 発注者の承諾を得て紙方式に代える場合、書面手続きにおける押印等の取扱いについて 

留意すること。 

 なお、本業務は入札手続きの合理化を図るため、入札契約手続きの一部の窓口について 
分任支出負担行為担当官とは異なる事務所にて集約化を行う「事務集中化の対象業務」で 
す。 

 

令和７年１月２４日 

 

   分任支出負担行為担当官 
     近畿地方整備局 近畿技術事務所長 梶田 洋規 

 
１．業務概要 
 （１）業務名  土木機械設備診断及び評価業務 

（２）業務内容 

    本業務は、近畿地方整備局管内における土木機械設備の機能を正常に維持しなが 
ら老朽化に対処するために、維持管理に伴う課題を共有し、各種機械設備の効率的な 
点検・整備・更新の実施及び突発的に発生する事故・故障への迅速かつ適切な解決に 
向けた診断及び評価を推進することを目的とする業務である。 

    主な業務内容は以下のとおりである。 

    ・土木機械設備の診断 
    ・土木機械設備の評価 
    ・「点検訓練用ゲート」を活用した研修運営補助 
    ・委員会・部会資料作成 
    ・報告書作成 

 （３）履行期間 令和７年４月１日から令和８年３月３１日 

 （４）本業務は資料の提出及び入札等を電子入札システムで行う対象業務である。 

    なお、電子入札システムによりがたいものは、発注者の承諾を得た場合に限り紙 

   入札方式に代えることができる。 

 （５）本業務は、契約手続きにかかる書類の授受を、原則として電子契約システムで行 

   う対象業務である。 

    なお、電子契約システムによりがたい場合は、発注者の承諾を得て紙契約方式に 

   代えるものとする。 

 

２．参加資格 
  技術提案書の提出者は、下記（１）に掲げる資格を満たしている単体企業、同一の組 

 合又は下記（２）に掲げる資格を満たしている同一の設計共同体のいずれかであること。 

 （１）単体企業（組合を含む） 



  （ａ）予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165号）第７０条及び７１条の規定に該

  当しない者であること。 

  （ｂ）近畿地方整備局（港湾空港関係を除く。）における令和７・８年度一般競争（指

名競争）参加資格の定期受付の受付期間中において、希望業種を土木関係建設コン

サルタント業務として申請していること。なお、令和７年４月１日時点において、

近畿地方整備局（港湾空港関係を除く。）における令和７・８年度当該希望業種に

係る一般競争（指名競争）参加資格の認定を受けていること。 

  （ｃ）近畿地方整備局長から、建設コンサルタント業務等に関し指名停止を受けてい 

    る期間中でないこと。 

  （ｄ）警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する者又はこれに準ずる者とし 

    て、国土交通省発注工事等から排除要請があり、当該状態が継続しているもので 

    ないこと。 

  （ｅ）参加希望者は代表者又は代理権限のある名義人のＩＣカードにより、電子入札 

    システムからダウンロードした当該業務の説明書及び設計図書等（以下「説明書 

    等」という。）に基づき資料を作成すること。 

     ただし、電子記録媒体（ＣＤ-Ｒ等）を下記５．（１）に持参又は返信用封筒を 
    添えて電子記録媒体を郵送することにより電子データの交付を受け、資料を作成 

    した者も可とする。なお、「返信用封筒」は簡易書留料金を加えた所定の料金の 

    切手を貼付すること。（以下、同じ）また、「郵送」は、郵送（書留郵便に限る） 

    または託送（書留郵便と同等のものとする。）によるものとする。 

     （以下、同じ） 

  （ｆ）技術提案書を提出しようとする者の間に資本関係又は人的関係がないこと。 

 （２）設計共同体 

    上記（１）（ａ）から（ｆ）まで（ただし、上記（１）（ｅ）については設計共 

   同体の構成員のうち一者が満たしていればよい。）に掲げる条件を満たしている者 

   より構成される設計共同体であって、「競争参加者の資格に関する公示（設計共同 

   体）」（令和６年１１月２９日付け近畿地方整備局長）に示すところにより近畿地方 

整備局長から本業務に係る設計共同体としての競争参加者の資格（以下「設計共同体 

としての資格」という。）の認定を受けているものであること。 

 

３．技術提案書の提出者を選定するための基準 

 （１）参加表明者の経験及び能力 

 （２）配置予定の技術者の経験及び能力、手持ち業務の状況 

 （３）当該業務の実施体制（再委託又は技術協力の予定を含む。） 

 

４．技術提案書を特定するための評価基準 

 （１）配置予定の技術者の経験及び能力 

    配置予定の技術者の資格、同種又は類似業務の実績、担当した業務 

   の業務成績 

 （２）業務の実施方針、実施フロー、工程表、その他 

    業務の理解度、実施方針の妥当性、実施手順及び工程表の妥当性 

 （３）評価テーマに関する技術提案 

 

５．手続等 

 （１）担当部局 〒５７３－１１９１ 大阪府枚方市新町２－２－１０ 

    近畿地方整備局 総務事務センター 大阪分室 



    電話０７２－８４３－６５９１ Mail：kkr-osaka-soumujimu@mlit.go.jp 

 

 （２）説明書等の交付期間、場所及び方法 

    説明書等を電子入札システムにより交付する。 

    （電子入札システムの調達案件一覧中、本案件の「掲載文書一覧」欄から、ダウ 

   ンロードすること。） 

    交付期間は、手続開始の公示日から令和７年２月３日（月）までのうち、行政 

   機関の休日に関する法律（昭和63年法律第91号）第１条第１項に規定する行政機関 

   の休日（以下「休日」という。）を除く毎日、９時００分から１８時００分まで。 

    ただし、上記交付方法による入手ができない参加希望者に対しては、電子記録媒 

   体（ＣＤ-Ｒ等）を下記（ｂ）に持参又は返信用封筒を添えて電子記録媒体を郵送す 

   ることにより、電子データにて交付するので、下記（ｂ）にあらかじめ申し込みを 

   行った上で、以下の場所、期間にて交付する。 

  （ａ）交付期間：手続開始の公示日から令和７年２月３日（月）までの休日を除く 

     毎日、９時００分から１８時００分まで。 

     ただし、最終日は正午まで。 

  （ｂ）申込先及び交付場所： 

     担当部局 〒５７３－１１９１ 大阪府枚方市新町２－２－１０ 

     近畿地方整備局 総務事務センター 大阪分室 

     電話０７２－８４３－６５９１ Mail：kkr-osaka-soumujimu@mlit.go.jp 

  （ｃ）交付申込期限 令和７年２月３日（月）正午まで。 

 （３）参加表明書の提出期限、提出場所及び方法 

    令和７年２月３日（月）正午までに技術資料等アップロードシステム 

   を使用して提出すること。 

    ただし、発注者の承諾を得て紙入札方式による場合は、持参・郵送により上記５． 

   （１）の担当部局に提出すること。 

 （４）技術提案書の提出期限、提出場所及び方法 

    令和７年２月２７日（木）正午までに技術資料等アップロードシステム 

   を使用して提出すること。 

    ただし、発注者の承諾を得て紙入札方式による場合は、持参・郵送により上記５． 

   （１）の担当部局に提出すること。 

 

６．その他 

 （１）手続において使用する言語及び通貨 日本語及び日本国通貨に限る。 

 （２）本業務における契約保証金は免除する。 

 （３）契約書作成の要否 要 

 （４）当該業務に直接関連する他の設計業務の委託契約を当該業務の委託契約の相手方 

   との随意契約により締結する予定の有無 無 

 （５）関連情報を入手するための照会窓口 上記５．（１）に同じ。 

 （６）上記２(1)(b)に掲げる一般競争（指名競争）参加資格の定期受付の申請をしていな

い単体企業、又は一般競争（指名競争）参加資格の定期受付の申請をしていない単体

企業を構成員に含む設計共同体も上記５(3)により参加表明書を提出することができ

るが、その者が技術提案書の提出者として選定された場合であっても、技術提案書を

提出するためには、定期受付の受付期間中に申請をしていなければならない。  

（７）本業務は、令和７年４月１日から履行を開始するものとする。  

本業務にかかる年度開始前の見積り徴取時は、契約の相手方の決定を保留とした 



うえで、 契約の相手方の予定者を決定するものであり、契約の相手方の決定及び 

契約締結は令和７年４月１日とする。  

なお、本業務は、令和７年度予算が成立し、支出負担行為計画示達がなされるこ 

とを条件とした見積徴収であり、当該業務にかかる令和７年度支出負担行為計画示 

達日が令和７年４月２日以降となった場合は、契約の相手方の決定及び契約締結は 

支出負担行為計画示達日とする。  

また、暫定予算となった場合は、予算措置が全額計上されているときは全期間の 

契約とするが、全額計上されていないときは、本予算成立までの間について、全体 

の契約期間に対する暫定予算の期間分のみの契約とする。 

 （８）詳細は説明書による。 

 


